
令和 2 年 6 月 10 日 

新入生保護者の皆様へ 

                     
興 南 高 等 学 校 
校 長  我喜屋 優 

事務局長 仲眞 勝夫 

（公 印 省 略） 

令和２年度沖縄県私立高等学校等奨学のための給付金の 

新入生に対する一部支給の早期化について（お知らせ） 

平成 26 年度の入学者から、生活保護（生業扶助）受給世帯及び市町村民税所得

割額･道府県民税所得割額の合算額が非課税の世帯を対象に、授業料以外の教育

費負担の軽減を図ることを目的に、奨学のための給付金が支給されています。本制

度は、返済不要の給付金で、卒業後に返済が必要な奨学金や、授業料に充てられる

就学支援金とは別の制度です。 

本制度において、令和 2 年度新入生のうち 4～6 月分（年額の 4 分の 1）を前倒し

で給付希望の方を対象に早期給付することができる項目が新設されました。制度概

要については、別添資料をご確認いただき、申請を希望される方は事務局まで資料

請求を行い、期限遵守で申請書類をご提出ください。 

 

記 

 

（１）早期給付を受けることが出来る方  

① 新入生（令和 2 年度入学） 

② 保護者等が、生活保護の高等学校等就学費（生業扶助）が措置されている

者、又は市町村民税所得割額・道府県民税所得割額を課税されていない

（非課税）世帯であること。 

③ 保護者等が、沖縄県内に住所を有していること。  
※ 【保護者の住所が沖縄県外にある場合】 

お住まいの都道府県での申請になるため、別添のお問い合わせ一覧をご確認いた

だき、 お住まいの都道府県に直接お問い合せ下さい。  

（２）申請書類請求期限： 令和 2 年 6 月 25 日(木) 

 

 （３）申請書類提出期限： 令和 2 年 6 月 30 日(火) 

期限までに申請がない場合、早期給付は受けられなくなります。 

 

 （４）特記事項 

・ 通常申請の奨学給付金は例年 9 月以降に案内し、1 年分を一括給付してい

ます。今年度も例年通りの日程でご案内予定です。 

・ 早期給付を希望する場合、4 月～6 月分は 6 月中に申請（1 回目）し、7 月～

翌 3 月分は通常申請と同様に 9 月以降にも申請（2 回目）が必要となりま

す。 
 

 

以上    

重要 
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沖縄県私立高等学校等奨学のための給付金 

（県内の私立高等学校等に通う生徒向け） 

 

意志ある生徒が安心して教育をうけられるよう、授業料以外の教育費負担を軽

減するため、非課税世帯を対象に、「奨学のための給付金」を支給します。 
 

－制度概要－ 

★ 申請の対象となる世帯 

令和２年４月１日現在、私立の高等学校等に在学する生徒がいる、次の 
（１）～（３）のすべてに該当する世帯。 
 

（１） 生徒の保護者等が、沖縄県内に在住していること。 
＊保護者等の住所が沖縄県外にある場合、その都道府県で申請してください。 

 

（２） 保護者等全員の令和元年度（平成30年分）の市町村民税所得割額及び

道府県民税所得割額が非課税であること。（生活保護受給世帯含む） 
 

（３） 生徒が平成26年度以降、沖縄県内の高等学校等就学支援金の支給対象

校に入学し、就学支援金（新制度）の受給資格を有する者（又は、学び直し

支援金の対象者）であること。 
 

★ 申 請 者  沖 縄 県 内 に住 所 を有 する保 護 者 等  

※「保 護 者 等 」とは、親 権 を行 う者 （親 権 を行 う者 がいない場 合 、未 成 年 後 見 人  

又 は主 たる生 計 維 持 者 ）となります。 

保 護 者 等 が存 在 しない場 合 、生 徒 本 人 が申 請 者 となります。 

 

★ 生徒一人あたりの給付額（年額） ※私立高等学校等の場合 

 

世帯区分 通信制・専攻

科以外 

通信制 

専攻科 

１  

生活保護（生業扶助（高等学校等就学費））受給世帯 

 

５２，６００円 

 

２  

市 町 村 民 税 所 得 割 額

及び道府県民税所得割

が非課税の世帯 

（上記１の場合を除く） 

 

対象生徒が第１子 

 

１０３，５００円 

 

 

 

 

３８，１００円 

 

 

３  

対象生徒が第２子 

 

１３８，０００円 

 

 ◆生徒が第１子又は第２子のいずれに該当するかは、添付の確認シートで判断します。 

  お問い合わせの際は、確認シートをお手元にご用意ください。 

   

 

私立高校生

が対象です 
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早期給付額は
25,000円程度
残りは2回目
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〇新入生に対する一部給付の早期化について 

 負担の大きい新入生に対して４～６月分に相当する額の早期給付を受けることが 

可能です。早期給付を受給する場合は、上記２の提出書類において、前年度の課税 

証明書等を添付すること、及び４月１日現在を基準日とすることとします。 

  また、早期給付は、あくまでも給付金の一部受給であり、全額を受け取るため 

には、あらためて 7 月 1 日を基準日とした通常給付の手続を行う必要があることを

留意ください。 

① 「給付金受給申請書（様式第 1-1 号）」 

② 「令和元年度（平成 30 年分）課税証明書」（市町村発行） 

※保護者等全員の証明書が必要です。 

③ 「債権者登録申請書」 

※県から直接、申請者（債権者）の口座に振り込むために必要な申請書です。 

銀行名・口座名義人・口座番号が分かる通帳のコピーも併せて提出してく  

ださい。 

④ 「振込依頼書」 

※原則、申請者の口座に振り込みとなりますが、他の者（親族に限る）の口

座に振り込みを希望する場合、振込依頼書も提出してください。 

 

 

 

 

★申請期間について 

令和２年６月３０日まで  

 

★様式の配布について 

 在学する学校から受け取ってください。または沖縄県ホームページ

からダウンロードすることもできます。 
 http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/somushi/shigaku/shougakukyuuhu.html 

 

 

★問い合わせ先 

  興南高等学校 事務局 電話番号：０９８－８８４－３２９３  

又は  

  沖縄県総務部総務私学課 私学・法人班 「奨学給付金担当」 

電話番号：０９８－８６６－２０７４ 

 

 

 

 

 

次頁に給付金対象者及び給付額の「確認シート」があります。 

給付金を申請する前に必ずご確認頂きますようお願いします。 

 

2 万 5 千円程度  
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